
東大阪市中小企業振興会議 

モノづくり部会（第２回） 

日 時：令和６年５月２９日（水）１０：００～ 

場 所： クリエイターズプラザ研修室 C 

議 事 次 第 

１． 令和６年度市内製造業向けアンケート調査の項目について 

２． モノづくり支援室の支援施策の現状と今後の方向性について 

３． モノづくり部会の今後のスケジュール 

配 布 資 料 

資料１    前回会議の議事録 

資料２    調査票への意見（前回会議） 

資料３    調査票への意見（メールでの事前確認） 

資料４    令和６年度 調査概要 

資料５    令和６年度 調査票（最終案） 

資料６    令和４年度 調査票 

資料７    モノづくり支援室の支援施策一覧（更新） 

資料８    モノづくり部会のスケジュール 

資料９    委員名簿 
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第１回中小企業振興会議モノづくり部門会議での意見 【資料２】

1

・まずは回収率を上げることを重視。
・質問項目が多すぎる。調査票の枚数を減らすべき。
・質問項目を簡略化。
・前回と同じような項目は不要。傾向として変わらなそうな項目は省く。

・項目数：前回５６（基本項目９＋４７）
     今回３４（基本項目９＋２５）
・フォントサイズなど調査票について見やすく工夫
・調査方法について：郵送と併せて、ホームページからもダウンロード、メールで回答
できるようにする。

2 設問項目として「人材育成」「価格転嫁」「コスト上昇」「設備投資」「健康経営」はどうか。
・「価格転嫁」「コスト上昇」「設備投資」設問を設定
・「人材育成」前回調査の結果を活用
・「健康経営」人材不足の項目の中で選択肢として反映

3 中堅社員への人材育成について、ニーズが高い。
前回の調査結果からニーズが高いテーマと認識。
現在は、市の補助事業として、東大阪市産業創造勤労者支援機構や東大阪商工会議所に
おいてセミナー等を実施。課題解決に向けたより良い手法を検討していく。

4 社内での教育制度が整っていないと長続きしない。社内での教育制度を根付かせるような仕組みづくりが必要。 皆様のお会社での取り組みや良い事例などあればご紹介いただきたい。

5 人材育成について、キーワードは「ジョブ型雇用」。人材不足に対しては、ロボット化、無人化という観点もある。
設問18「人材不足への対応について」の中で、選択肢「業務の効率化と自動化」「ジョ
ブ型雇用など新しい雇用形態の導入」を設定

6 人材確保のために利用しているサービスについて 設問18「人材不足への対応について」の中で、選択肢「採用チャネルの活用」を設定
7 価格転嫁に伴う賃上げについて 設問20-24で設定
8 支援施策の周知方法について 設問31で設定

9 関心がある支援施策を聞く項目は必要なのか。
・設問33にて設定
・具体的な支援メニューに関するニーズを把握するとともに、施策のPRの機会として
も活用したい。



中小企業振興会議モノづくり部門会議 市内企業へのニーズ調査 アンケート項目への意見について（メールでの事前確認） 【資料３】

1
設問5 従業員数
項目がかなり細かく設定されているため、回答者はここを書くだけで（正確な数を調べるのに）大変ではないか。
記入に時間がかかるという負担の問題もあるが、最近とくに注意が払われるジェンダーの観点からもあまり性差による厳密な数を問わないほうがよいように考える。

反映済み

2
設問6 売上高
この項目についても正確な数字を調べて記入しなければならないので、設問4の資本金の設問のように選択肢で選べるようにする方が回答者の負担が軽く済むかと思う。
スペースの都合上難しいようであれば、約〇〇万円という形、つまり「約」を前に付けて大体の数字で構わないことを示しておく方がよいのかもしれない。

反映済み

3
設問11 ３～５年先の事業の見通し
この設問にも「該当するもの全て選択」と記載した方が良いと思います。

反映済み

4
設問13 周辺企業とのつながりについて
ここで使用されている「協力工場」という言葉は、おそらく「外注先・委託先」という意味かと思うが、単に「協力（連携）している工場」という意味として捉えられる可能性もあるように思う。
「外注先」や「委託先」という言葉の方が、まだ誤解や混乱は少ないのかもしれない。また、こちらも〇〇社と具体的な企業数を書くことになっているが、約〇〇社と「約」を付けておくのはいかがでしょうか。

反映済み

5
設問17 どういった人材の不足を感じていますか？
設問16で「かなり不足」「やや不足」と回答した方に限定した設問かと思いますので、そのことを記載。
（例：前の設問で1と2を回答された方のみご回答ください、等）。

反映済み

6
設問19 人材不足への対応について
上と同様。

反映済み。
（設問の内容を一部変更）

7
設問21 価格転嫁に対する顧客の反応
設問20で「はい」と回答した方に限定した設問かと思いますので、そのことを記載。

反映済み

8
設問22 価格転嫁後、利益への影響
上と同様。

反映済み

9
設問25 生産性の向上
「必要性を感じていない」という選択肢があるほうがよいかもしれません。

反映済み

10

設問29～35
これらの設問の選択肢に「必要性を感じていない」があってもよいのではないか。
確かに、設問36までいくと「必要性を感じていない」の選択肢があるので、そこで選べばよいことにはなっているが、回答者は設問29～35を記入してからはじめて設問36を見ることになるので、やや不親切。
また、「対応できていない」ことと「必要性を感じていない」ことは違うと思うので、設問36の選択肢に「必要性を感じていない」があること自体にもやや違和感を覚える。

反映済み。
構成を変更し、それぞれの設問に応じた
選択肢を設定。

11

設問31 国や自治体等支援機関の施策情報はどこで入手しますか。
最初の選択肢「各支援機関のメールマガジン・ウェブサイト」に選択番号が振られていないことが気になります。
また、選択肢9番に「その他」があり、また、選択肢15番にも「その他」があって、重複している。
そのことにも関係しているかと思うが、選択肢1～9と選択肢10～15はもともと別々だった設問の選択肢という印象があり、
例えば、選択肢1番「市役所」と選択肢10番「東大阪市中小企業だより」がこの設問の中の選択肢として並存していることにちょっと違和感がある。
選択肢11「支援機関や公的な相談窓口への問い合わせ」も、選択肢1～8と重複している印象があり、回答者からすると何か奇異な感じがする。

反映済み。
選択肢全体を整理。

12
設問32 事業を拡大、スムーズに進めるためにどの職種の方とつながりたいですか。
選択肢の中に「特になし」がある方がよい。

反映済み

13
設問33 東大阪市に期待する支援施策について
上と同様。

反映済み

14

【同じ経営課題に対する質問が分散しており、課題ごとの設問が必要】
１．問１～11・13を「会社概要について」とする。
２．問12以降を「経営課題への対応」として、「経営環境の変化への対応」「社会環境変化への対応」を編入して再構築。経営課題ごとに設問する。具体には下記の構成を提案
 「経営課題への対応について」
   ●人材不足： ・人員の過不足 ・不足する人材  ・人材不足への対応 ※29、30は重複、意味不明のため削除
   ●価格転嫁： ・価格転嫁（価格引き上げ）の有無 ・費目別（材料費・エネルギー・労務費） 対応の可否 23 24 25を統合
          ・価格転嫁への顧客の反応 ・価格転嫁後の利益への影響
   ●生産性向上：・生産性向上への対応 ・デジタル化の対応 ・生産工程の自動化
          ・設備投資の計画→会社概要に編入可 ・設備投資の目的→会社概要に編入可
   ●グルーバル化：・グローバル化の現状 ・海外拠点の現状 ・英語版HPの対応 必要か？ 「期待する施策」でもニーズ確認可
   ●トピックス：・脱炭素社会への対応 ・SDGsへの対応 ・CSR活動
    ※各々の事象について対応できない要因 36は、事象事に違うため再考すべき

反映済み。
経営課題のカテゴリーごとに設問順を整理。
また、「経営課題に対応できていない主な要因」に
ついては、事象ごとに要因が異なり、より具体的な
要因を把握するため、自由記述の形式に変更。



【資料４】 

東大阪市製造業に関する実態・ニーズ調査の概要 

（１） 調査対象：・東大阪商工会議所 工業３部会に所属する市内企業 1,862社 

     ・非会員市内企業 1,381社 

      合計：3,243社 

     （前回）調査対象：2,700社  有効回答数：425社（回収率15.7%） 

（２） 調査票：A3サイズ 1枚 4ページ（依頼状を別添） 

（３） 設問数：32項目 

（４） 調査方法：・郵送による調査票の発送。返信用封筒にて回収。 

・市のホームページからダウンロード。メールにて回収。 

（５）スケジュール：６月下旬 調査票発送 

 ７月下旬～８月中旬 調査票回収・集計（集計用個票データ提出） 

 ８月中旬～９月中  調査内容分析・検討 

（６）その他：特徴的な回答をした企業１０社程度にヒアリングによる聞き取り調査を実施 



事業所名  代表者役職  代表者名  

記入者名 TEL  FAX  

所属・役職  Mail  

会社概要について 

1 設立年（個人は開業年） 西暦       年 

2 経営者の年齢 
□１． 29 歳以下  □２． 30 代  □３． 40 代  □４． 50 代  

□５． 60 代    □６． 70 代  □７． 80 歳以上 

3 経営者の世代 □１． １代目（創業者）  □２． ２代目  □３． ３代目以降 

4 資本金（または出資金）
□１．1000 万円未満  □２．1000～5000 万円未満 □３．5000 万円～1億円未満 

□４．1～3億円未満  □５．3億円以上     □６．資本金なし 

5 
従業員数 

（常時使用する従業員の数）

□１．4人以下   □２．5-9 人   □３．10-19 人   □４．20-50 人 

□５．51-100 人  □６．101-300 人 □７．300人以上 

6 業績 

売上高 前期実績 約       万円 前々期実績 約       万円 

（前期から 

今期の見込み） 

受 注 量 受注単価 営業利益 

□増加 □横ばい □減少 □増加 □横ばい □減少 □増加 □横ばい □減少 

7 
主な業種 

(主要なものを１つ選択)

□１．飲・食料品 □２．繊維製品 □３．木製品     □４．家 具 

□５. 紙・紙製品 □６. 印 刷  □７. 化 学     □８．プラスチック 

□９．ゴム製品  □10. 皮革製品 □11. 窯 業    □12. 鉄 鋼 

□13. 非鉄金属  □14. 金属製品 □15. はん用機械 □16. 生産用機械 

□17. 業務用機械 □18. 電子部品 □19. 電気機械   □20. 情報通信機械 

□21. 輸送用機械 □22. その他（                     ）

8 
保有技術 

(主要なものを 3つまで選択) 

□１．製缶・溶接・鈑金   □２．プレス加工     □３．鋳・鍛造 

□４．圧延・伸線      □５．切削加工     □６．研磨 

□７．放電・レーザー加工   □８．熱処理       □９．鋳金・表面処理 

□10．測定・検査       □11．組立・仕上げ   □12．塗装 

□13．ハンダ付け       □14．射出・押出成形  □15．縫製 

□16．その他（                                                  ）

事業の現状について 

9 
自社の強みについて 

（各々３つまで選択） 

Ａ：強 み    Ｂ：弱 み    

□１．品質管理    □２．短納期     □３．加工精度・技術力 

□４．生産能力    □５．試作・開発力  □６．多品種少量生産 

□７．人材育成・確保  □８．価格競争力    □９．販路開拓などの営業力 

□10．情報収集力   □11．現場改善力   □12．多様な取引ネットワーク 

□13．財務内容    □14. 用途開発    □15. その他（      ） 

【資料５】 

10

事業形態 

（該当するもの全て選択） 

□１．発注者の図面に基づき加工・生産 

□２．発注者の仕様に基づき、自社で設計、図面等を作成し、加工・生産 

□３．問屋や大手メーカー等の他社のブランドで販売 

□４．自社ブランドで製品等を企業へ販売（ＢｔｏＢ） 

□５．自社ブランドで製品等を消費者へ販売（ＢｔｏＣ） 

□６．その他（                         ） 

11
設備投資の計画はありますか 

（直近３年） 

□１．はい 

□２．いいえ 

12

設備投資の主な目的について □１．生産性（力）の向上   □２．品質向上      □３．コスト削減 

□４．外注の内製化       □５．環境への配慮   □６．新製品開発 

□７．老朽化対応        □８．その他（             ） 

13

周辺企業とのつながりについて 

①地域での受発注先の有無と数 

②５年前と比較した増減について 

③新しい企業とのつながりを求めますか

□１．有（約   社） □２．無 

□１．増えている    □２．変化なし  □３．減っている

□１．求める      □２．求めない

14

３～５年先の事業の見通し 

（該当するもの全て選択）

□１．事業規模を拡大 □２．事業規模を維持 □３．事業規模を縮小 

□４．分社化     □５．第二創業    □６．工場を移転 

□７．事業の譲渡   □８．休業・廃業   □９．その他（    ） 

経営環境及び社会環境の変化に伴う「経営課題とその対応状況」について 

15

現在直面している課題について

（該当するもの全て選択） 

□１．売上・利益の減少 □２．新規の顧客開拓    □３．設備更新 

□４．人材不足      □５．社内での人材育成   □６．価格転嫁 

□７．生産性の向上（デジタル化・自動化）      □８．事業承継 

□９．操業環境の悪化  □10．新製品・技術の開発 □11．資金繰り 

□12. 新たな事業柱の構築  □13.脱炭素社会や SDGs への対応 

□14. 海外との取引     □15. その他（            ） 

【人材不足】 

16
人員の過不足について □１．かなり不足       □２．やや不足 

□３．適当→設問 19 へ    □４．過剰→設問 19 へ

17

どういった人材の不足を感じて 

いますか？ 

（該当するもの全て選択） 

□１． 経営者の補佐、後継者候補となるマネジメント人材 

□２． 生産や加工等のための技能人材 

□３． 新製品等開発のための研究開発人材 

□４． 新規顧客開拓等のための営業人材 

□５． 新分野への参入、新事業の立ち上げ等マーケティング人材 

□６． その他（                             ） 

18
人材不足を解消できない 

主な要因について（自由記述） 

19

人材不足への対応について、御

社にとって効果が高いと思われ

る（すでに対応済の企業様は効

果が高かった）ものを３つまで

選択ください

□１．業務の効率化と自動化 

□２．テレワークなど柔軟な労働条件の提供 

□３．ジョブ型雇用など新しい雇用形態の導入 

□４．給与の改善        □５．外注とパートタイムの活用 

□６．健康経営         □７．新たな採用チャネルの活用 

□８．教育とトレーニングの充実 □９．その他（            ）

回答時間  約   分 令和６年度 東大阪市内製造業に関する実態・ニーズ調査8



【価格転嫁】

20

過去 12 ヶ月間、原材料や生産コストの 

増加により価格を引き上げたことがあり

ますか

□１．は い（□5％未満 □5-10％ □11-20％ □20％以上）

□２．いいえ →設問 23 へお進みください 

21
価格転嫁に対する顧客の反応 □１．受容   □２．交渉で不採択  □３．交渉なく反対 

□４．他社への切り替え □５．その他（         ）

22 価格転嫁後、利益への影響 □１．増加   □２．変化なし    □３．減少 

23

費目別の対応状況

について 

①材料費 □１．十分対応できている   □２．一部対応できている 

□３．対応できていない    □４．対応方法が分からない 

②エネルギー □１．十分対応できている   □２．一部対応できている 

□３．対応できていない    □４．対応方法が分からない 

③労務費・賃上げ □１．十分対応できている   □２．一部対応できている 

□３．対応できていない    □４．対応方法が分からない 
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価格転嫁が出来ている企業様、出来て

いない企業様、それぞれ主な要因につ

いて（自由記述）

【生産性の向上】 

25

生産性の向上について □１．十分対応できている   □２．一部対応できている 

□３．対応できていない    □４．対応方法が分からない 

□５．必要性を感じていない →設問 28 へお進みください 

26

生産性の向上に資する方法・取り組みに

ついて、御社にとって効果が高いと思わ

れる（すでに対応済の企業様は効果が高

かった）ものを３つまで選択ください

□１．５Ｓ活動など業務改善活動  □２．デジタルツールの活用 

□３．ロボットの導入による自動化 □４．従業員のスキル向上 

□５．生産プロセスの効率化    □６．品質管理の強化 

□７．その他（                      ） 

27

生産性の向上に取り組めていない 

主な要因について（自由記述） 

【グローバル化】 

28 海外企業との取引 

□１．直接取引している    □２．間接的に取引している 

□３．必要性を感じているが、取引には至っていない 

□４．必要性を感じていない 

29 海外での拠点設立 

□１．設立済み    （国・地域名：           ） 

□２．設立の計画がある（国・地域名：           ）

□３．必要性がない 

【社会環境の変化】 

30 SDGs（持続可能な社会）への対応 

□１．十分対応できている   □２．一部対応できている 

□３．対応できていない    □４．対応方法が分からない 

□５．必要性を感じていない 

東大阪市の産業振興施策について 
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国や自治体等支援機関の施策情報は 

どこで入手しますか。 

（該当するもの全て選択） 

□１．東大阪商工月報 

□２．東大阪市中小企業だより（メール・東大阪公式 LINE） 

□３．東大阪市技術交流プラザのメールマガジン 

□４．東大阪商工会議所のメールマガジン 

□５．東大阪市産業創造勤労者支援機構のメールマガジン 

□６．大阪府（モビオ）・大阪産業局のメールマガジン 

□７. 中小機構のメールマガジン 

□８. つながりのある企業からの口コミ 

□９. 業界団体や組合への参加 

□10. 金融機関、税理士等からの情報提供 

□11. 情報提供イベントやセミナーの参加 

□12. 市役所のホームページ 

□13. 経済産業省（近畿経済産業局）のホームページ 

□14. その他（                        ） 
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事業を拡大、スムーズに進めるために 

希望する連携先、職種について。 

（該当するもの全て選択） 

□１．中小企業診断士  □２．公認会計士  □３．税理士  

□４．弁護士  □５．弁理士  □６．マーケティングの専門家 

□７．営業コンサルタント    □８．ＩＴコンサルタント 

□９．デザイナー・クリエイター □10. 人材開発の専門家    

□11. 国際貿易の専門家      □12. 労働安全衛生の専門家 

□13. 大学等      □14. 大企業    □15. 中小企業 

□16. スタートアップ企業    □17. 海外企業 

□18. 特になし         □19. その他（       ）
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東大阪市に期待する支援施策について 

（該当するもの全て選択） 

▼モノづくり支援室が実施している施策情報

□１．販路開拓支援       □２．新製品・技術開発支援  

□３．設備投資支援       □４．人材育成・確保支援 

□５．事業承継の支援      □６．企業間ネットワークの構築

□７．操業環境の保全      □８．工場用地の確保 

□９．都市ブランドの向上    □10. 知的財産取得支援 

□11．省エネルギー化支援    □12. ＩｏＴ等の情報化支援 

□13. ＥＶ等の新事業支援    □14. ＳＤＧｓ推進支援 

□15. ＢＣＰ策定支援      □16. 多様な人材活躍支援 

□17. 働き方改革への支援    □18. レンタルオフィスへの支援

□19. 起業・第２創業の支援   □20. 施策情報の提供 

□21. デザイナーとの連携支援  □21. 特になし 

□22. その他（                                     ） 
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東大阪市の産業振興施策への要望 

（自由記述） 

ご協力ありがとうございました。 



【資料６】

















相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

モノづくり支援室の支援施策 
  都市魅力産業スポーツ部 モノづくり支援室 

予算、決算は千円単位 

Ⅰ．高付加価値化に向けた支援の強化 
新製品、新技術開発への支援や医療等の成長分野への参入支援、産学官金連携支援などを総合的に講じることに
より、市内モノづくり企業の生産性の向上とともに更なる高付加価値化を促進する。 

１．東大阪デザインプロジェクト事業                 R5 予算 2,400 R5決算見込 2,400
平成 22年度より事業開始。世界で高く評価される工業
デザイナー喜多俊之氏を本市デザインクリエイティブ
アドバイザーとして迎え、市内企業にデザインの重要
性の啓発や指導を行うもの。 

２．高付加価値新製品開発支援事業                 R5 予算 12,152 R5決算見込 12,152
市内企業とデザイナーとのマッチング機会を創出
し、下請加工や部品製造業から最終製品製造業移行
を目指した製品開発支援。 

３．医工連携プロジェクト創出事業           R5 予算 11,222 R5決算見込 11,222

市内企業の高い技術力やネットワークを活かした医療機器や
関連周辺器具の開発を支援する。また、市内モノづくり企業の 
医療・健康・介護分野への参入促進を図る。 

４．産学官金連携事業                                
大学や金融機関など、異分野の組織と協働して、新しい技術や
商品、サービス、ビジネスモデルなどの創出を通じて、地域経
済や地域社会の発展を促進する。市では、双方のマッチング機
会を創出し、開発製品のＰＲを実施。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①セミナー 
②個別相談 

①3 回開催／23 社参加 
②4 社 

Ｒ５ 
①セミナー 
②個別相談 

①2 回開催／17 社参加 
②2 社 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ３ 公募と企業選定 応募 6社
Ｒ４ デザイナーとのマッチング、製品開発 ４社 
Ｒ５ 製品発表 ３社

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 医療機器関連相談案件数 69 件 
Ｒ５ 医療機器関連相談案件数 54 件 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 学生とのマッチング件数 3 件 
Ｒ５ 学生とのマッチング件数 ４件 

資料 7 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

５．高付加価値化促進事業（モノづくり支援補助事業）   R5 予算 4,302 R5 決算見込 4,302

市内中小企業者又は市内中小企業者 2 社以上が共同して行う
新たな技術の研究や新製品の開発に向けた取り組み及び市内
中小企業を中心に構成する企業グループが行う経営力の向上
に資する調査研究や講習会の開催に対して助成金を交付す
る。実施主体は東大阪市産業創造勤労者支援機構。 

６．創業促進インキュベーション支援事業（モノづくり支援補助事業） 
R5予算 9,789 R5決算見込 9,789

 (独)中小企業基盤整備機構の公的賃借施設「クリエイション・
コア東大阪」のインキュベートルームに入居した者のうち本
市の工業集積等を活用して新製品・新技術の開発や新事業の
創出を図る中小企業者等に対して、入居にかかる賃借料の一
部を助成する事により本市内における創業を促すもの。 
実施主体は東大阪市産業創造勤労者支援機構。 

７．産業財産権活用支援事業（モノづくり支援補助事業）    R5 予算 300 R5 決算見込 300 
特許法（昭和34年 4月 13 日法律第 121 号）に規定されてい
る特許権の国内での取得費用に対して助成金を交付すること
で、市内製造業の開発した新技術・新製品に関する産業財産権
の保護及び権利化を促進させ、競争力強化及び事業活動の振
興を図るもの。実施主体は東大阪市産業創造勤労者支援機構。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 助成金交付件数 11 件 
Ｒ５ 助成金交付件数 9件 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 助成金交付件数 14 室 
Ｒ５ 助成金交付件数 12 室 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 助成金交付件数 3 件 
Ｒ５ 助成金交付件数 1 件 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

Ⅱ．モノづくり人材の育成・確保、事業承継の促進 
小～大学生の若年層向けモノづくり体験学習や、現役の技術者に向けた技能向上セミナー、円滑な事業承継に向
けた支援事業などを通じ、幅広い世代においてモノづくり人材の育成、確保を目指す。 

８．モノづくり開発研究会支援事業                         R5 予算 350 R5決算見込 350
厳しい競争環境の中で中小企業が活力を維持・向上していく
ための一助として、基盤技術強化・新技術開発・新分野進出、 
並びに人材育成等の支援に取り組む。 (地独)大阪産業技術研
究所などの支援機関の協力を得ながら、測定機器の利用技術
を含む実習とテーマに即した講義と組み合わせて開催してい 
る。 

９．モノづくり教育支援事業                             R5 予算 5,800 R5決算見込 5,800
将来の東大阪を担う人材の育成を図るもの。市内の小学校3年
生～6 年生を対象に総合体験学習の一環としてモノづくり体
験教室を行っている。市内企業の協力を得て、小学校へモノづ
くり学習の講師派遣を行っている。 

１０．東大阪少年少女発明クラブ補助金                     R5 予算 568 R5 決算見込 568
将来のモノづくり人材の育成を目的として市内在住の小学校
5 年生～中学校 2 年生向けに科学的な興味、関心を追求する
場を提供する。自由な環境の中で創作活動を行い作品を完成
させる喜びを体得させ、科学的発想に基づく生活態度を育成
すると共に、創造性豊かな人間形成を図る。 

１１．モノづくり体験塾                                      
高校生や大学生等を対象に、モノづくり体験塾での体験学習
等を通じて、地域企業と住民、高校・大学校等の教育機関、行
政等が交流することにより、東大阪のモノづくりで活躍し得
る「人材」を発掘し、若者等の就職支援に繋げる。実施主体は
21 世紀ものづくり中小企業協同組合。市では成果発表会の機
会を提供。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ プログラム受講生数 23 名 
Ｒ５ プログラム受講生数 17 名 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 体験した延べ児童数 4,068 名 
Ｒ５ 体験した延べ児童数 4,007 名 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 参加人数 21 名 
Ｒ５ 参加人数 20 名 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①受入企業数 
②参加人数 

①5 社 
②6 名 

Ｒ５ 
①受入企業数 
②参加人数 

①5 社 
②未確認 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

１２．ビジネスセミナー開催事業（モノづくり支援補助事業）   R5 予算 800 R5 決算見込 800
（公財）東大阪市産業創造勤労者支援機構による各
種テーマ（営業・経営・法律・IT等のテーマ）に応じ
たビジネスセミナー開催経費について補助する。 
実施主体は東大阪市産業創造勤労者支援機構。 

１３．事業承継総合支援事業                             R5 予算 9,000 R5決算見込 9,000
後継者がいない、事業承継が円滑に進まないなどにより、市内
企業における技術、技能等を含む経営資源の喪失を防ぐため
に、東大阪商工会議所内に相談窓口を設け、セミナー開催や訪
問型の相談を実施し、事業承継に関し総合的に支援を行う。 

１４．インターンシップ支援事業                           R5 予算 250 R5決算見込 250
大阪府下を中心に大学、高等専門学校、高校などへインターン
生受入を希望する市内モノづくり企業を掲載したガイドブッ
クを配布し、インターンシップ生の受入れを支援する。
実施主体は東大阪商工会議所。

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①オンライン型 
②リアル型 

①18 回／847 人 
②21 回／367 人 

Ｒ５ 
①オンライン型 
②リアル型 

① 4 回／151 人 
②21 回／1,033 人 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①相談件数 
②セミナー 

① 891 件 
② 202 名 

Ｒ５ 
①相談件数 
②セミナー 

未確認 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①受入企業数 
②参加人数 

①18 社 
②41 名 

Ｒ５ 
①受入企業数 
②参加人数 

①未確認 
②未確認 
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Ⅲ．操業環境の維持・確保 
都市計画法を用いた特別用途地区の指定や各種補助金等による企業誘致の推進、住工共生の理解推進を目的とし
たオープンファクトリー事業の支援等により、市民・モノづくり企業・市が一体となりモノづくり企業の操業環
境及び市民の住環境の保全創出を目指す。 

１５．オープンファクトリー（産業振興PR経費）          R5 予算 5,000 R5 決算見込 5,000
モノづくりの現場を活用し、市民や国内外からの来訪者に本
市のモノづくりを体験・体感していただくイベント等を実施
することで「モノづくりのまち東大阪」を国内外に発信し、認
知度向上と市民の誇りの醸成を図るとともに、住工共生や人
材確保等にもつなげることを目指している。 

１６．住工共生のまちづくり事業                        R5予算 142,932 R5決算見込 141,076
水走地区への特別用途地区指定をはじめとする各種規制や市内に製造業を呼び込むための補助金、土地の用途純
化誘導による市民の良好な住環境及びモノづくり企業の操業環境の保全創出による住工共生のまちの実現を目
指す。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①開催日数 
②延参加企業 
③来場者 

①2 日 
②21 社 
③4,290 名 

Ｒ５ 
①開催日数 
②延参加企業 
③来場者 

①4 日 
②34 社 
③9,031 名 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 

①工場移転支援補助金 
②相隣環境対策支援補助金 
③事業用地継承支援対策補助金 
④住工共生モノづくり立地促進補助金 
⑤住工共生まちづくり活動支援補助金 
⑥住宅建築にかかる協議件数 

①1 件 
②0 件 
③0 件 
④30 件 
⑤1 件 
⑥105 件 

Ｒ５ 

①工場移転支援補助金 
②相隣環境対策支援補助金 
③事業用地継承支援対策補助金 
④住工共生モノづくり立地促進補助金 
⑤住工共生まちづくり活動支援補助金 
⑥住宅建築にかかる協議件数 

①1 件 
②1 件 
③0 件 
④25 件 
⑤0 件 
⑥84 件 
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１７．（公財）東大阪市産業創造勤労者支援機構          R5 予算 141,466 R5 決算見込 141,466
東大阪市内の中小企業への支援を行い産業の振興と創造を推
進し、並びに東大阪市の中小企業勤労者及びその家族への福
祉の向上を図ることにより、東大阪市の健全な発展に寄与す
ることを目的とした公益財団法人への補助並びに連携。 

１８．東大阪市立産業技術支援センター                  R5 予算 71,951 R5決算見込 70,768
中小製造業等に対する技術支援等により、産業の育成及び振
興を図る。「技術の地域診療所」として技術相談員が、「モノづ
くり」に関連する企業の製品の品質向上やトラブルの対応策
等の技術面での相談を受け付けている。また、測定機器を設置
し、低廉な使用料で中小製造業等の利用に供し、中小製造業等
の技術支援に取り組んでいる。 

１９．中小企業振興会議                                      
中小企業振興条例に関する事項、施策の実施等に関する事項その他中小企業にかかる重要事項を審議するもの。

２０．中小企業経営実態調査業務                          R5 予算 1,500 R5 決算見込 1,500
市内の中小企業の景況感や抱える課題、今後の事業展開の方向性等を調査・分析する事で、必要な支援策を検
討する際の一助とすることを目的とする。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
クリエイターズプラザ 
平均利用率 

33.7％ 

Ｒ５ 
クリエイターズプラザ 
平均利用率 

31.8％ 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 

①技術相談 
②機器利用 
③会議室等 
④セミナーの開催 

①1,814 件 
②2,913 件 
③201 件 
④371 名 

Ｒ５ 

①技術相談 
②機器利用 
③会議室等 
④セミナーの開催 

未確認 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
製造業に関する実態ニーズ調査 
（モノづくり支援室調査） 

Ｒ５ 
東大阪市内および近隣の６大学の学生の就職意識調査 
（労働雇用政策室調査） 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

２１．モノづくり企業ネットワーク構築事業              R5 予算 3,000 R5決算見込 3,000
市内製造業者の有機的なネットワークが経営者の
世代交代や製造業者を取り巻く産業構造の変化に
より、希薄になりつつある。そのため、東大阪市
内の製造事業者間の新たなネットワークの形成を
促進する。 

２２．中小企業研究交流センター事業                       R5 予算 600 R5 決算見込 600
東大阪市域における中小企業についての専門的な調査研究と企業間の交流、市内企業ガイドブック「もうかり
メッセ東大阪」の発行などの情報提供。実施主体は東大阪商工会議所。 

２３．工業振興月間事業                                  R5 予算 748 R5決算見込 748
7 月の工業振興月間にあわせ、東大阪市域におけ
る工業活性化の指針を示すテーマを設定したセミ
ナーの開催や優良企業を表彰。実施主体は東大阪
商工会議所。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①交流会 
②勉強会 
③工場見学会 

①5 回開催／116 名 
②2 回開催／35名 
③1 回開催／9名 

Ｒ５ 
①交流会 
②大交流会 

①4 回開催／92名 
②2 回開催／70名 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 

①「東大阪地域経済白書」発刊 
②景気動向研究会の開催 
③公開セミナーの開催 
④市域企業の情報収集（グッドカンパニー対象企業推薦） 
⑤各種調査 

Ｒ５ 

①「東大阪地域経済白書」発刊 
②景気動向研究会の開催 
③公開セミナーの開催 
④市域企業の情報収集（グッドカンパニー対象企業推薦） 
⑤各種調査 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①講演会 
②企業視察会、セミナー 
③優良企業表彰 

①136 名参加 
②3 回開催／73 人参加 
③4 社表彰 

Ｒ５ 
①講演会 
②企業視察会、セミナー 
③優良企業表彰 

①63 名参加 
②3 回開催／46 人参加 
③4 社表彰 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

２４．異業種交流連絡協議会事業                           R5 予算 250 R5決算見込 250
東大阪市内にある異業種交流グループ間において、会員相互
の連携を深めると共に、グループの活性化を図り、地域中小
企業の振興を図る。実施主体は東大阪商工会議所。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 交流大会 2 回／127 名参加 
Ｒ５ 交流大会 2 回／105 名参加 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

Ⅳ．販路開拓支援の充実 
経営課題のトップにあげられる「市場（販路・受注）拡大」。市内製造業検索サイト「技術交流プラザ」の利活用
や市内企業の優れた製品を認定する「東大阪ブランド」事業、販路開拓を支援する各種補助金などの支援策によ
り、モノづくり企業の営業力を補完していく取組みを実施している。 

２５．産業振興ＰＲ業務 R5 予算 1,232 R5決算見込 1,113

本市の製造業のポテンシャルを内外に広くアピールすることで、本市の認知度の向上と市内製造業の販路拡大を 
図る。 

２６．東大阪市技術交流プラザ                            R5 予算 6,561 R5決算見込 6,557
市内製造業検索サイトを運営するもの。データベース化した
市内製造事業者の情報など、その優れた技術や製品情報をイ
ンターネット上にて公開し、全国から加工依頼、部品調達、試
作品作りなどのビジネスマッチングにつなげる。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 

①モノづくり東大阪応援大使 
②東大阪フォント タグラインの活用促進 
③大阪アフリカビジネスフォーラム 
④地域内工業製品の展示 

①ふれあい祭りにて PR活動 
②26 件 
③1 日開催 227 名参加 

Ｒ５ 

①モノづくり東大阪応援大使 
②東大阪フォント タグラインの活用促進 
③大阪アフリカビジネスフォーラム 
④地域内工業製品の展示 
⑤冊子「ステキなモノがたり」製作 

①「こーばへ行こう！」にて PR活動 
②38 件 
③2 日間開催 1,363 名参加 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 

①掲載企業数 
②サイト閲覧件数 
③企業問合せ件数 
④プラザメール配信数 

①1,208 社 
②333,496 件 
③311 件 
④33 回 

Ｒ５ 

①掲載企業数 
②サイト閲覧件数 
③企業問合せ件数 
④プラザメール配信数 

未確認 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

２７．東大阪ブランド推進事業                            R5 予算 3,491 R5 決算見込 3,439
本市の事業者が製造した優れた最終製品を東大阪ブランド製品として客観的な視点で評価・認定する。当該製品
の価値を高め、市内事業者の製品開発の促進及び、認定製品を有する事業者が相互に連携して東大阪ブランドの
CI 活動を行うことを通じて本市のモノづくりのまちとしての都市イメージの向上を図る。 

２８．包括連携協定・業務提携 R5 予算 300 R5決算見込 300

企業や大学をはじめその他公官庁、支援機関など幅広い分野
において緊密な相互連携を図り、双方の資源を活用した事業
に協働で取り組むことにより、人的・財政的な面での効率化を
図りながら、双方のノウハウを活かした産業支援施策の充実
を図る。 

２９．モノづくりワンストップ推進事業                  R5 予算 24,688 R5決算見込 24,688
東大阪市産業創造勤労者支援機構に技術コーディネーターと
販路開拓コーディネーターを配置し、技術・販路の両面からき
め細かい支援サービスをワンストップで市内企業全体に提供
し、発注案件や販路開拓を支援する。 

年度 実績（Ｒ5は 2月末現在） 

Ｒ４ 

①年度末認定数 
②新規認定数 
③庁舎 1階などの認定製品の展示更新 
④企画展示の開催などのＰＲ活動 

①84 社 146 製品 
②9 社 12 製品 
③1 回 
④0 回 

Ｒ５ 

①年度末認定数 
②新規認定数 
③庁舎 1階などの認定製品の展示更新 
④企画展示の開催などのＰＲ活動 
⑤庁内調達促進チラシ作成 

①97 社 168 製品 
②16 社 26 製品 
③1 回 
④4 回 
⑤4 枚 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①職員派遣 
②その他連携による実績 

①1 人 
②2 件 

Ｒ５ 
①職員派遣 
②その他連携による実績 

①1 人 
②2 件 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 相談件数 2,782 件 
Ｒ５ 相談件数 未確認 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

３０．展示会出展支援事業（モノづくり支援補助事業） R5 予算 1,500 R5 決算見込 1,500

展示会等に出展する市内中小企業者等に対し助成金を交付す
ることにより、製造業の高付加価値化施策に関係する製品の
ほか、特殊加工技術など、競争力があると考えられる製品・技
術を有する企業等の国内への販路開拓を支援する。実施主体
は東大阪市産業創造勤労者支援機構。 

３１．クリエイション・コア常設展示場出展支援事業（モノづくり支援補助事業）  
R5 予算 780 R5 決算見込 780

クリエイション・コア東大阪内の常設展示場に優れた技術・製
品を出展展示する製造事業者等に対し、出展料の一部を助成
する。実施主体は東大阪市産業創造勤労者支援機構。 

３２．専門見本市等共同出展事業 R5 予算 4,000 R5決算見込 4,000

出展者・来場者相互のニーズに直結する専門見本市等に複数の市内製造業及び東大阪商工会議所とともに共同
出展することで、「モノづくりのまち東大阪」の技術力の高さを国内外に広くアピールすると共に、出展する市
内製造業等の新たな顧客獲得、販路開拓、新規事業の創出を図る。 

３３．テクノメッセ東大阪開催事業 R5 予算 8,000 R5決算見込 8,000

東大阪市域製造業の多種多様な製品・技術を一堂に展示する展示会「テクノメッセ」の開催を通じ、地域産業
の活力を広くアピールすると共に出展企業の販路開拓を支援する。実施主体は東大阪商工会議所。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 助成金交付件数 17 件 
Ｒ５ 助成金交付件数 17 件 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 助成金交付件数 6 件 
Ｒ５ 助成金交付件数 6 件 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 第 15 回オートモーティブワールド 
出展 9 社 
商談 88 件 

Ｒ５ 第 28 回機械要素技術展 
出展 12 社 
商談 33 社 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①来場者数 
②出展社数 
③引合件数 

①8,574 名 
②92 社・団体 
③5,137 件 

Ｒ５ 
①来場者数 
②出展社数 
③引合件数 

①9,254 名 
②99 社・団体 
③6,011 件 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

３４．ラグビーグッズ販売促進事業 R5 予算 500 R5決算見込 500

中小企業が高度に集積した「モノづくりのまち・東大阪」の商工業のノウハウやアイデアを結集して、ラグビ
ーグッズ開発を目指すと共に、ラグビーグッズの販売・PRを促進する。実施主体は東大阪商工会議所。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
ラグビーグッズ開発、展示、販売及びＰＲに関する研究活動（セミナーの開催） 
ラグビーグッズ販売促進、周知活動（ラグビーグッズ展の開催、カタログサイトの運営） 

Ｒ５ 
ラグビーグッズ開発、展示、販売及びＰＲに関する研究活動（セミナーの開催） 
ラグビーグッズ販売促進、周知活動（ラグビーグッズ展の開催、カタログサイトの運営） 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

Ⅴ．Ⅰ～Ⅳ以外の支援施策(生産性向上、脱炭素化などの社会要請) 
少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少による人手不足や、2050年に向けたカーボンニュートラルの実現など、
施策体系の構築以降に生じた市内製造業を取り巻く外部環境の変化に対応するために実施している。 

３５．生産現場自動化推進プロジェクト事業                 R5 予算 500 R5 決算見込 500
企業に専門家を派遣し、人手不足や、熟練技術を有する従業員の高
齢化等の経営課題への解決策として、生産現場のロボット導入に
よる自動化の支援を行う。 

３６．2025大阪・関西万博参画支援事業                  R5 予算 5,000 R5決算見込 5,000
市域全体の活性化と「モノづくりのまち東大阪」の効果的な発信を目的として、大阪・関西万博に参画する企業
のプロモーション、大阪ヘルスケアパビリオン「展示・出展ゾーン」に出展する企業への支援を行う。 
※令和 5年度事業開始 

３７．中小企業設備投資支援事業                        R5 予算 75,000 R5 決算見込 65,814
日々の生産活動において必要不可欠であるエネルギー
価格が高騰しているなか、エネルギー消費の削減と生
産性向上を図るため、あらかじめ本市が指定する生産
設備を更新（入替）により導入する市内企業の取組み
を促進する。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①訪問相談 
②セミナー 

①6 社 
②2 回／38 名 

Ｒ５ 訪問相談 11 社 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ５ 大阪・関西万博への出展の促進（補助） 
Ｒ６ 大阪・関西万博参画企業の支援（補助・プロモーション）
Ｒ７ 大阪・関西万博参画企業の支援（プロモーション） 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ２ 交付件数 176 件（4.2 億円） 
Ｒ３ 交付件数 171 件（4.4 億円） 
Ｒ４ 交付件数 170 件（4.1 億円） 
Ｒ５ 交付件数（更新のみ） 22 件（0.7 億円） 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

３８．生産性向上支援事業                           R5予算 4,000 R5 決算見込 4,000

少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少により中小企業・小規
模事業者の人手不足が深刻化する中、生産性の向上に取り組
む市内モノづくり企業に専門家を派遣し、現場改善等の提案
を行い、市内製造業の強靭化を目指す。 

３９．中小企業脱炭素推進事業                           R5 予算 1,400 R5決算見込 1,400
脱炭素化に対する理解など市内企業に対する調査と脱炭素経営に取り組むための理解促進や啓発のセミナーを
開催する。 
※令和 5年度事業開始 

４０．ＤＸ／ＩＴ導入推進事業                           R5 予算 1,129 R5決算見込 1,129
市内企業の効率的な情報収集と理解の促進につながる体験を
主眼に置いた機会を創出すると同時にセミナーを開催するこ
とで、市内企業のＤＸ・ＩＴ導入を推進するもの。 
※令和 5年度事業開始 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①ヒアリング 
②専門家派遣 
③IE 人材育成塾 

①71 社 
②27 社 
③29 名 

Ｒ５ 
①ヒアリング 
②専門家派遣 
③IE 人材育成塾 

未確認 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ５ 
①脱炭素化に対する理解など市内企業に対する調査 
②セミナーの開催 ②2 回開催／42 名 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ５ 
①セミナーの開催 
②展示会の開催 

①37 名 
②出展 20 社
来場 65 名 



R6

モノづくり部会のスケジュール（予定）

3/25 ① 現状の戦略と現状の支援施策、アンケート素案提示

5/29 ②

10月 ③

アンケート項目提示（決定）、新戦略の審議

アンケート結果提示、新戦略の審議

④R7 2月 新戦略骨子案提示、提言に向けた審議

5月

8月

10月

⑤

⑥

⑦

新戦略骨子案再提示、提言に向けた審議

提言案提示、提言に向けた審議

テーマスケジュール

提言案再提示（決定）

資料８
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東大阪市中小企業振興会議 モノづくり部会

委員名簿

（敬称略、五十音順）

  芦塚 格    近畿大学経営学部    教授

     阪上 義治   東大阪商工会議所    専務理事

  繁原 秀和   株式会社繁原製作所   代表取締役

  榛木 孝至  榛木金属工業株式会社  常務取締役 （公募委員）

     廣田 義人   有限会社廣田工具製作所 代表取締役

  本多 哲夫   大阪公立大学商学部   教授

  柳山 稔    東大阪市工業協会    会長

（令和６年３月１日現在）


